
高齢者実態調査等について

資料 １



調査名 調査対象者 目的 客体数

本人調査
（ひとり暮らし調査）

市内に居住する65歳以上高齢者
（無作為抽出）

世帯の状況、日常生活の状況、就労・生きがいの状況、地
域活動・社会参加の状況、将来の介護に対する考え方、地域
生活の状況、高齢者向けサービスの利用状況と利用意向など
の把握し、今後の高齢者施策及び介護保険制度の運営に資す
る基礎資料を得る。

約１８，０００件

介護サービス
利用者調査

要支援１～要介護５
平成31年1月～3月でサービスを
利用した方
（無作為抽出） 介護保険サービスの利用状況と利用意向、介護の状況など

を把握し、今後の高齢者施策及び介護保険制度の運営に資す
る基礎資料を得る。

約５，２００件

約５，６００件介護サービス
未利用者調査

要支援１～要介護５
平成31年1月～3月でサービスを
利用していない方
（無作為抽出）

施設調査

介護老人福祉施設
介護老人保健施設
養護老人ホーム
軽費老人ホーム
生活支援ハウス
認知症高齢者グループホーム
有料老人ホーム
サービス付き高齢者向け住宅
（悉皆調査）

入所者の状況や施設の運営状況、サービスの質の向上にあ
たっての取組み状況などの把握し、今後の高齢者施策及び介
護保険制度の運営に資する基礎資料を得る。

平成31年4月1日
時点の施設数

介護支援専門員調査

大阪市内の居宅介護支援事業所
に勤務するすべての介護支援専
門員
（悉皆調査）

居宅サービス計画並びに介護予防ケアプラン作成時の取組
み状況や問題点、ケアプランの評価、他機関との連携状況な
どを把握し、今後の高齢者施策及び介護保険制度の運営に資
する基礎資料を得る。

平成31年4月1日
時点の介護支援
専門員

大阪市における高齢者実態調査
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１１月

•

下
旬

―

•

中
旬

実
態
調
査
作
業
チ
ー
ム
（
庁
内
会
議
）

〔
随
時
開
催
〕

•

８
日

高
齢
者
福
祉
専
門
分
科
会

実
態
調
査
に
つ
い
て

１２月

•

下
旬

―

•

中
旬

高
齢
者
施
策
連
絡
会
議(

庁
内
会
議)

実
態
調
査
項
目
内
容
の
検
討

•

上
旬

―

１月

•

下
旬

―

•

中
旬

高
齢
者
福
祉
専
門
分
科
会

実
態
調
査
の
項
目
に
つ
い
て
審
議

•

上
旬

―

２月

•

下
旬

―

•

中
旬

介
護
保
険
部
会

実
態
調
査
の
項
目
に
つ
い
て
審
議

•

上
旬

保
健
福
祉
部
会

実
態
調
査
の
項
目
に
つ
い
て
審
議

３月

•

下
旬

―

•

中
旬

高
齢
者
福
祉
専
門
分
科
会

調
査
内
容
の
確
定

上
旬

高
齢
者
施
策
連
絡
会
議(

庁
内
会
議)

部
会
の
意
見
を
受
け
て
項
目
の
検
討

７月

•

高
齢
者
実
態
調
査
の
実
施

９月

•

介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ

調
査
の
実
施

大阪市高齢者実態調査実施スケジュール

平成３０年度

平成３１年度

３月 実態調査結果報告

•

下
旬

高
齢
者
福
祉
専
門
分
科
会

介
護
保
険
部
会

•

中
旬

保
健
福
祉
部
会

•

上
旬

―

１０月～１２月

•

介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ

調
査
の
集
計
分
析

８月～１０月

•

高
齢
者
者
実
態
調
査
の
集
計
・
分
析
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第7期計画策定時の実態調査

本人調査

ひとり暮らし調査

介護サービス
利用者調査

未利用者調査
施設調査 介護支援専門員調査

介護予防・日常生活圏域
ニーズ調査 を実施

第７期計画策定時の実態調査

本人調査

ひとり暮らし調査

介護サービス

利用者調査

未利用者調査

施設調査 介護支援専門員調査

第8期計画策定に向けた実態調査
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介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
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介護保険法（抄）

第１１７条第２項 市町村介護保険事業計画

市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 当該市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象

サービスを提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域ごとの当該区域における各年度の認知症対応

型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る必要利用定員総数その他

の介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み

第５項 市町村は、第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域ごとにおける被保険者の心身の状況、そ

の置かれている環境その他の事情を正確に把握するとともに、第百十八条の二第一項の規定により公表された結果そ

の他の介護保険事業の実施の状況に関する情報を分析した上で、当該事情及び当該分析の結果を勘案して、市町村介護保険事業計画を

作成するよう努めるものとする。

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（抄）

第二－一－２－(三) 調査の実施

市町村は、被保険者のサービスの利用に関する意向等を把握するとともに、自らが定める区域ごとに被保険者の心身の

状況、その置かれている環境その他の事情等、要介護者等の実態に関する調査(以下「各種調査等」とい

う。)の実施に努めるものとする。なお、その際は、特に、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を活用する

ことが重要である。

（以下省略）

第二－一－６ 日常生活圏域の設定

市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他の

条件を総合的に勘案して、各市町村の高齢化のピーク時までに目指すべき地域包括ケアシステムを構築する区域を念頭において、例え

ば中学校区単位等、地域の実情に応じた日常生活圏域を定めること。

（以下省略） 5



日常生活圏域について

・第６期計画 （H 2 7 . 4～H 3 0 . 3 ）

行政区数の２４区を日常生活圏域として設定

・第７期計画 （H 3 0 . 4～H 3 3 . 3 ）

地域包括支援センターが担当する圏域を想定

H30.4現在、６６地域包括支援センターを設置

↓
日常生活圏域数 ６６圏域（H30.4現在）
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介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

調査名 対象者 目的 客体数

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
要介護１～５以外の
６５歳以上高齢者
（層化無作為抽出）

要介護状態になるリスクの発生状況、各種リスクに影響を与え

る日常生活の状況を把握し、地域の抱える課題を把握し、
今後の施策の基礎資料とする。

約４７，５００人

調査結果
入力

厚生労働省地域包括ケア「見える化システム」

・運動器の機能低下

・低栄養の傾向

・口腔機能の低下

・閉じこもり傾向

・認知機能の低下

・ＩＡＤＬ／転倒リスク

・ボランティア等への参加頻度

・たすけあいの状況

・地域づくりの場への参加意向

・主観的幸福感 など

「社会資源」等の把握

圏域のリスクの発生状況を把握

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
（必須項目３３問・オプション項目３０問）

問１ あなたのご家族の生活状況について(6問)

問７ 健康について (7問)

問２ からだを動かすことについて (10問)

問３ 食べることについて (10問)

問４ 毎日の生活について (18問)

問５ 地域での活動について (4問)

問６ たすけあいについて (8問)

※結果については、市町村別比較・日常生活圏域別比較が可能
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本人調査

ひとり暮らし調査

介護サービス

利用者・未利用者調査

介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査

要支援１～２

65歳以上高齢者

要介護１～５

65歳以上高齢者

24区 66日常生活圏域調査単位

調査対象者

各調査の比較

【目的】

世帯の状況、就労・生きがいの状況、
将来の介護に対する考え方など、高
齢者向けサービスの利用状況と利用
意向などを把握し、今後の高齢者施
策等の運営に資する基礎資料とする。

【目的】

介護保険サービスの利用状況と利
用意向、介護の状況などを把握し、
今後の高齢者施策等の運営に資
する基礎資料とする。

【目的】

要介護状態になる前の高齢者のリス
クや社会参加状況を把握することで、
地域診断に活用し、地域の抱える課
題を把握し、今後の施策の基礎資料
とする。

8



地域包括ケア「見える化」システムと介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及びその他指標の活用

調査分析・地域課題を把握・今後の高齢者施策へ

保険者機能の強化

社会資源の発掘

課題の

分析

地域課題の把握

見える化システム

各種統計調査等のデータソース

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

総務省
「国勢調査」

「住民基本台帳に基づく人口、人口動態
及び世帯数調査」

国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口」

厚生労働省
「介護保険事業状況報告」
「介護サービス施設・事業所調査」

「介護予防事業及び介護予防・日常生活
支援総合事業の実施状況に関する調査」

介護サービス情報公表システム

介護保険総合データベース

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
運動器の機能低下・たすけあいの状況など

・人口と世帯の状況
総人口、高齢化率、高齢者の年齢構成など

・介護保険サービスの利用定員
施設サービス別、居住系サービス別、通所系サービス別

日
常
生
活
圏
域
別

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
運動器の機能低下・たすけあいの状況など

・人口と世帯の状況
総人口、高齢化率、高齢者の年齢構成など

・介護保険サービスの利用定員
施設サービス別、居住系サービス別、通所系サービス別

・総合事業
週１回以上の通いの場の参加率

・人口と世帯の状況
総人口、高齢化率、高齢者の年齢構成など

・被保険者及び認定者
認定率（要介護度別）など

・介護保険料
第1号被保険者１人あたり保険給付月額など

・介護保険サービスの利用状況
各サービスの受給率（要介護度別）など

・総合事業
週１回以上の通いの場の参加率

保
険
者
別

市
町
村
別

18.2

21.2

24.9

22.8

20.3

22.1

19.0
17.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

全国 大阪府 大阪市 堺市 神戸市 京都市 名古屋市 横浜市

認定率（要介護度別）（平成30年(2018年)）

要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）平成30年(2018年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（平成29,30年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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地域課題の把握と社会資源の発掘

厚生労働省資料一部改変
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